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日本放送協会 

 

受信料と公共放送についてご理解いただくために 

 

最近、受信料に関するお問い合わせを数多くいただいていますので、あらため

て、ご説明させていただきます。 

 

NHK は、放送法で、公共の福祉のために、あまねく日本全国で受信できるよ

う、豊かで、かつ良い番組を放送することが求められています。 

この役割を果たしていくため、放送法第６４条では、「協会の放送を受信する

ことのできる受信設備を設置した者は、協会とその放送の受信についての契約

をしなければならない」と定められています。 

そして、放送法に基づき、総務大臣の認可を受けた放送受信規約で、放送受信

料をお支払いいただくことを定めています。 

おととしの最高裁判決で、受信料制度は合憲であること、そして、受信契約の

締結は法的義務であり、契約が成立した場合、受信料を支払わなければならない

旨の判断が示されました。併せて、受信契約の締結に理解が得られるように努め

ることとされました。 

 

NHK は、みなさまに広くご負担いただく受信料を財源とすることで特定の利

益や視聴率に左右されず、社会生活の基本となる確かな情報や、豊かな文化を育

む多様な番組、そして、命を守る防災・減災情報などを離島や山間地を含めた全

国にあまねくお届けすることができます。 

さらに、日本について理解してもらうため、国際放送を充実させ、スーパーハ

イビジョンや手話ＣＧなどの先導的な技術開発により、暮らしを豊かにするた

めのお役に立つこともできます。 

 

最近は、スマートフォンなどが急速に普及し、必要な情報が簡単に得られるよ

うになりました。一方で、興味のある情報だけに触れ、関心のない大切な課題や

多様な視点に触れる機会がなくなることや、誰でも、簡単に情報を発信でき、不

確かな情報が拡散することを懸念する声もあります。 

こうした状況だからこそ、正確で信頼できる情報を提供し、ふだん関心のない

事柄にも目を向けていただく機会となるメディアの公共的な役割はいっそう重

要になります。 



    

ＮＨＫは、受信料制度で支えられる公共放送として、信頼される「情報の社会

的基盤」の役割を果たし、健全な民主主義の発達や、文化水準の向上に貢献して

まいります。 

 

ルールを守り、きちんと受信料をお支払いいただいている方が不公平とお感

じになることのないよう、ＮＨＫは、引き続き受信料制度の意義や公共放送の役

割を丁寧に説明し、公平に受信料をお支払いいただくよう努めてまいります。 

どうか、みなさまのご理解のほど、よろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

〈資料〉 
 

日本放送協会放送受信規約（抜粋） 

（放送受信料支払いの義務） 

第５条 放送受信契約者は、受信機の設置の月から第９条第２項の規定により解約となった月の

前月（受信機を設置した月に解約となった放送受信契約者については、当該月とする。）まで、１

の放送受信契約につき、その種別および支払区分に従い、次の表に掲げる額の放送受信料（消

費税および地方消費税を含む。）を支払わなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 この表において「口座・クレジット」とは第６条第３項に定める口座振替またはクレジッ

トカード等継続払をいい、「継続振込等」とは同条同項に定める継続振込または同条第

４項に定めるその他の支払方法をいう。 

 

日本放送協会放送受信規約全文はこちら 

https://pid.nhk.or.jp/jushinryo/kiyaku/nhk_jushinkiyaku_190401.pdf

